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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

２－４．施設の見通し

２－５．組織の見通し

４－１．投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

「東伊豆町水道事業ビジョン」の将来像である「将来へつなぐ東伊豆町の水道」を実現するためには、人口減少、施設の老朽化等の水道事
業を取り巻く厳しい経営状況を踏まえて、将来にわたり安定した水道事業を継続するために本経営戦略を策定することで、計画的な経営を
行っていくことが重要である。
また、投資費用を合理化したうえで財政試算と均衡させた収支計画を策定し、以下の理念に基づき中長期的な視野で取り組みを進めてい
く。

４－２．投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
「老朽化した水道施設の更新」、「新規井戸整備」、「新設管布設事業」、「機械・電気更新事業」、「老朽管更
新事業」、「その他事業」を計画的に進める。

水道施設の中には法定耐用年数を経過し、老朽化が進行している施設があるため、ダウンサイジングを踏まえた更新を進めていく必要が
ある。
特に基幹施設である白田浄水場の老朽化が進んでおり、更新時期を迎えつつあることから、平成39年度を目標年度として更新事業を進め
ていく。
管路においても、管種や布設地盤の状況から耐震性の低い管路があることから、詳細な更新優先順位を設定し、計画的に更新事業を進
めていく。

今後は予算規模を維持しながら、老朽化した水道施設の更新に取り組む必要があるため、当面は組織体制を維持するが、白田浄水場の
更新後は業務の効率化に取り組み、組織のスリム化等を図っていく必要がある。

■施設整備
水道施設の老朽化を解消するとともに、耐震化を推進することで、安全で安心

な水道水を供給できる強靭な水道施設の実現を目指す。

■ 健全で効率的な事業経営の実現
投資を平準化し、ダウンサイジング等により施設稼働率の向上やコストの削減

等を図ることで健全な財政基盤を確立する。また、起債への過度の依存を避け、

更新需要に対応するための資金を計画的に確保する。

単位：千円(税抜）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 小計

調査・設計費 9,000 9,000

工事費 76,000 76,000

調査・設計費 9,000 19,000 28,000

工事費 47,000 62,000 109,000

調査・設計費 7,000 18,000 27,000 27,000 79,000

工事費 646,000 811,000 523,000 1,980,000

調査費 2,000 2,000

工事費 4,000 4,000

調査費 1,000 1,000 2,000

工事費 41,000 41,000

調査費 2,000 1,000 3,000

工事費 16,000 20,000 1,000 7,000 13,000 16,000 73,000

25,000 55,000 107,000 97,000 40,000 671,000 887,000 523,000 1,000 2,406,000

設計費 3,000 3,000

工事費 60,000 60,000

調査・設計費 5,000 5,000

工事費 126,000 126,000

工事費 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 70,000

老朽管更新事業 工事費 37,000 90,000 87,000 30,000 90,000 90,000 85,000 100,000 100,000 709,000

37,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 136,000 100,000 100,000 973,000

調査・設計費 10,000 10,000

10,000 10,000

調査・設計費 9,000 41,000 21,000 28,000 27,000 9,000 5,000 1,000 141,000

工事費 53,000 124,000 186,000 169,000 113,000 762,000 982,000 659,000 100,000 100,000 3,248,000

計 62,000 165,000 207,000 197,000 140,000 771,000 987,000 659,000 100,000 101,000 3,389,000

西暦（年度）

白田取水場 取水場改良工事

新規井戸 新規井戸整備工事

施設

整備

白田浄水場 更新工事

自家発電設備整備事業

小計

岬配水池 補修工事

緊急遮断弁整備事業

機械・電気設備更新事業

消費税抜

白田浄水場

工事費

小計

管路

整備

新規井戸

導水管布設工事

φ300　L=0.7km

認可申請書作成業務その他

事業

導水管布設工事

φ200　L=0.6km

小計

北川地区配水管布設工事

φ75　L=1.0km
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

４－３．投資・財政計画（収支計画）に未反映の取り組みや今後検討予定の取り組みの概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

白田浄水場の浄水処理方法の変更を契機に、従来業務との直営－委託等のあり方や職員の配置
について、今後検討する。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 計画期間中に適正な料金水準について検討し、料金改定を実施する。

・建設改良費に対する財源は、給水収益・企業債を中心に充てる。
・企業債の残高は、白田浄水場の更新に伴い増加する見込みである。
・人口減少に伴い料金収入は減少傾向になる見込みであり、収益は厳しくなる見込み。
・これまで経費削減等により支出抑制に努めてきたが、更なる営業費用の削減は困難な現状である。持続可能な水道事業の運営を確保
するためにも、適正な料金水準への改定により財源確保を図る必要がある。
・水道料金改定の必要性と課題事項を踏まえ、計画期間中の料金改定について検討し、実施する。

・現在の職員数は適正と考えているが、白田浄水場の更新に伴い、維持管理業務量の減少が見込まれる。
・白田取水場から白田浄水場の着水井への導水に多くの動力費を要していたが、白田浄水場の位置変更に伴い、取水ポンプの動力費の
減少が見込まれる。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

多様な手法による水供給を含めた水道施設更新の廃止等について検討を行う。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

機械・電気設備は段階的にスペックダウンを図り、無理のない合理化を図る。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

2029年以降にアセットマネジメント計画で設定した更新基準年数を超える管路が多く現れることか
ら、投資を平準化しながら健全な管路を維持するため、アセットマネジメント計画の中で算出した物
理評価点数を踏まえた管路更新計画を策定する。

考慮しない。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 り 組 み

該当なし。

広 域 化
静岡県主導のもと、賀茂地区の中広域連携を検討しており、財政システムのクラウド化や業務の共
同発注など、投資抑制を図る。

そ の 他 の 取 り 組 み
適切な維持管理を目指し、年1回主要な設備の保守・点検を行っている。また、有収率向上のため、
管路の漏水調査を行い、大規模な漏水事故の防止を図っている。

料 金 計画期間中の料金改定の実施に向けて検討を行う。

そ の 他 の 取 り 組 み 該当なし。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

企 業 債
白田浄水場更新に伴い、大幅に増加する見込みであり、次世代の負担を軽減するため、今後の借
入をできるだけ抑制する。

繰 入 金
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③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

経営戦略の見直し・更新は、10年後に経営指標等を用いて投資・財政計画の妥当性を評価し、必
要に応じて見直しを行う必要がある。
　本経営戦略で上げた各事業を着実に実施するため、PDCA サイクルを活用し、計画、実施、検
証、計画の見直しを行う。
　PDCAサイクルは、業務指標等により目標達成状況を評価し、実施内容とその効果をチェックする
とともに、それらの情報を町民に公表し、町民の意見を計画の見直し（改善）に反映させ、業務の改
善に役立てる。

動 力 費 省エネ型機器の導入により動力費の削減に努める。

職 員 給 与 費 白田浄水場の更新後、人員の適正な配置に努める。

そ の 他 の 取 り 組 み 該当なし。

委 託 料
民間活力の導入による経済性と業務の効率化、技術継承等を考慮したうえで、活用手法や委託範
囲を検討する。

修 繕 費
設備の保守点検を計画的に行い、予防保全に努める。また、一定周期で部品交換や更新を行って
いる機械・電気設備については、更新サイクルの妥当性を確認し、一層の修繕費の低減に努める。
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財政収支計画 （　料金： 段階的に値上げ 起債： 浄水場事業費に対してのみ 100 %　）
年　　　度 予　算

項　目 単位 H25 H26 H27 H28 H29 H30 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

ｱ m3/年 2,777,774 2,615,315 2,509,924 2,440,161 2,380,413 2,320,305 2,267,380 2,217,375 2,169,195 2,123,935 2,083,785 2,041,810 2,004,215 1,964,430 1,929,390

ｲ m3/年 114,018 112,704 119,702 119,528 105,784 108,405 106,945 105,850 104,390 103,295 101,835 100,740 99,645 98,185 97,090

ｳ ｳ～ﾀの合計 円 384,331,353 379,348,214 434,994,328 435,031,498 424,213,691 410,565,000 409,021,777 513,371,742 501,565,322 490,875,827 516,357,660 506,377,709 496,658,449 487,987,070 511,627,143 502,922,857

給水収益 ｴ 有収水量×H29の供給単価 円 364,601,234 334,540,365 385,427,210 387,343,628 380,683,728 373,148,000 371,303,606 471,684,662 461,282,087 451,259,167 475,831,674 466,836,747 457,432,959 449,010,435 471,532,800 463,121,958

簡易水道収益 ｵ 有収水量×H29の供給単価 円 15,004,286 14,593,299 19,736,228 20,066,202 17,166,516 14,074,000 17,347,361 22,247,844 22,020,050 21,716,325 23,141,496 22,814,407 22,569,091 22,323,775 23,567,879 23,305,040

受託給水工事収益 カ 考慮しない 円 247,802 59,742 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他営業収益 キ 過去5年の平均値 円 307,500 273,700 299,400 441,441 806,360 540,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

受取利息及び配当金 ク 80千円と仮定 円 236,580 244,447 250,913 209,856 139,696 118,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

分担金 ヶ 1,500千円と仮定 円 3,030,000 1,142,360 2,855,000 1,230,000 1,505,000 1,130,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000

長期前受金戻入 コ 見込より 円 0 26,574,958 24,974,952 23,853,004 20,542,379 19,181,000 17,790,811 16,859,236 15,683,185 15,320,334 14,804,490 14,146,555 14,076,399 14,072,860 13,946,465 13,915,859

雑収益 サ 過去5年の平均値 円 903,951 1,919,343 1,450,625 1,867,367 940,012 607,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

他会計補助金 シ 考慮しない 円 0 0 0 0 2,430,000 1,766,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別利益 ス 考慮しない 円 0 0 0 20,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セ ﾁ～ﾎの合計 円 415,282,352 431,033,837 404,257,792 395,287,244 386,350,635 390,323,686 374,682,627 404,473,048 385,405,296 388,364,850 382,849,247 388,648,945 417,894,360 392,490,069 386,838,913 384,459,944

原水及び浄水費 ソ 収益的支出見込より 円 61,412,554 66,841,819 64,326,386 66,858,845 60,661,610 67,633,000 64,020,000 64,020,000 64,020,000 64,020,000 64,020,000 64,020,000 62,340,000 22,611,500 22,611,500 22,611,500

配水及び給水費 タ 収益的支出見込より 円 83,347,255 78,222,248 76,500,831 75,575,094 77,361,730 72,678,000 79,871,000 111,871,000 91,871,000 98,871,000 97,871,000 79,871,000 75,871,000 75,079,000 75,079,000 76,079,000

簡易水道事業費用 チ 収益的支出見込より 円 3,888,615 4,464,152 4,247,685 4,401,784 3,946,576 5,349,000 4,208,000 4,208,000 4,208,000 4,208,000 4,208,000 4,208,000 4,208,000 0 0 0

受託給水工事費 ツ 考慮しない 円 0 0 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総係費 テ 収益的支出見込より 円 61,553,736 76,711,464 61,669,208 55,295,264 58,310,168 62,551,000 63,177,000 62,853,000 62,853,000 62,853,000 62,853,000 63,177,000 62,853,000 62,853,000 62,853,000 62,853,000

減価償却費（既存） ト 減価償却見込表より 円 162,530,659 165,575,226 163,974,098 163,880,327 158,460,242 155,522,000 141,612,180 137,643,781 134,938,731 129,538,367 125,677,349 120,091,856 116,004,320 109,825,743 103,391,752 98,106,352

減価償却費（新規） ナ 円 0 1,360,000 4,630,000 9,265,000 13,535,000 16,565,000 33,875,000 56,000,000 71,250,000 74,000,000

資産減耗費 ニ 円 5,101,977 1,835,749 5,287,106 3,134,941 3,669,804 3,777,000 2,300,000 5,400,000 8,200,000 7,400,000 5,000,000 33,500,000 43,200,000 29,000,000 4,400,000 4,400,000

その他営業費用 ヌ 考慮しない 円 0 0 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払利息（既存） ネ 償還計画書より 円 32,886,348 30,528,772 28,209,880 26,066,833 23,867,617 21,610,686 19,294,447 16,917,267 14,484,565 12,009,483 9,484,898 7,016,089 4,783,040 2,860,826 1,493,661 650,092

支払利息（新規） ノ 円 0 0 0 0 0 0 0 14,560,000 34,060,000 45,560,000 45,560,000

その他営業外費用 ハ 過去5年の平均値 円 188,049 509,407 42,598 74,156 72,888 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

過年度損益修正損 ヒ 考慮しない 円 4,373,159 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他特別損失 フ 考慮しない 円 0 6,345,000 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

予備費 ヘ 考慮しない 円 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ホ 円 -30,950,999 -51,685,623 30,736,536 39,744,254 37,863,056 20,241,314 34,339,150 108,898,694 116,160,026 102,510,977 133,508,413 117,728,764 78,764,089 95,497,001 124,788,230 118,462,913

マ 円 0 0 0 0 2,430,000 1,766,000 0 0 0 0 0 728,000,000 975,000,000 575,000,000 0 0

企業債 ミ 円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 728,000,000 975,000,000 575,000,000 0 0

補助金 ム 円 0 0 0 0 2,430,000 1,766,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

メ 円 204,869,876 152,287,372 185,998,680 216,918,719 174,890,875 192,933,686 152,529,925 232,907,105 303,707,661 287,182,743 226,313,948 933,546,649 1,167,935,182 793,189,240 156,152,667 135,737,786

建設改良工事費 モ 円 118,760,980 64,457,580 100,384,188 129,161,180 84,934,120 100,720,000 58,000,000 136,000,000 205,000,000 186,000,000 124,000,000 838,000,000 1,080,000,000 725,000,000 110,000,000 110,000,000

管路 ヤ 円 40,000,000 110,000,000 107,000,000 110,000,000 110,000,000 110,000,000 105,000,000 150,000,000 110,000,000 110,000,000

管路以外 ユ 円 18,000,000 26,000,000 98,000,000 76,000,000 14,000,000 728,000,000 975,000,000 575,000,000

企業債償還金（既存） ヨ 償還計画書より 円 86,108,896 87,829,792 85,614,492 87,757,539 89,956,755 92,213,686 94,529,925 96,907,105 98,707,661 101,182,743 102,313,948 95,546,649 87,935,182 68,189,240 46,152,667 25,737,786

企業債償還金（新規） ワ 計算より 円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ヲ 円 204,869,876 152,287,372 185,998,680 216,918,719 172,460,875 191,167,686 152,529,925 232,907,105 303,707,661 287,182,743 226,313,948 205,546,649 192,935,182 218,189,240 156,152,667 135,737,786

未処分利益剰余金 ン 円

減債積立金 a 円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設改良積立金 b 円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利益積立金 c 円

当年度損益勘定留保資金 d 円 -5,321,000 -12,364,000 -18,636,000 -16,909,000 -11,273,000 -76,182,000 -98,182,000 -65,909,000 -10,000,000 -10,000,000

過年度損益勘定留保資金 e 円 197,533,426 146,837,622 181,309,160 209,637,151 165,465,595 192,934,000 152,529,925 232,907,105 303,707,661 287,182,743 226,313,948 205,546,649 192,935,182 218,189,240 156,152,667 135,737,786

当年度消費税資本的収支調整額 f 円 5,321,000 12,364,000 18,636,000 16,909,000 11,273,000 76,182,000 98,182,000 65,909,000 10,000,000 10,000,000

過年度消費税資本的収支調整額 g 円 7,336,450 5,449,750 4,689,520 7,281,568 9,425,280

h 円 -30,950,999 -51,685,623 30,736,536 39,744,254 37,863,056 20,241,314 34,339,150 108,898,694 116,160,026 102,510,977 133,508,413 117,728,764 78,764,089 95,497,001 124,788,230 118,462,913

i 円 0 0 0 0 -20,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

j 円 167,632,636 167,410,975 169,261,204 167,015,268 162,130,046 159,299,000 143,912,180 144,403,781 147,768,731 146,203,367 144,212,349 170,156,856 193,079,320 194,825,743 179,041,752 176,506,352

k 円 -204,869,876 -152,287,372 -185,998,680 -216,918,719 -172,460,875 -191,167,686 -152,529,925 -232,907,105 -303,707,661 -287,182,743 -226,313,948 -205,546,649 -192,935,182 -218,189,240 -156,152,667 -135,737,786

l 円 787,602,300 751,040,280 765,039,340 748,195,464 758,782,043 743,517,063 639,900,405 665,616,775 638,201,871 618,369,472 686,685,286 780,297,257 935,387,484 1,105,702,988 1,319,289,304 1,488,520,783

m]n 円 0 0 0 0 0 0 5,321,000 12,364,000 18,636,000 16,909,000 11,273,000 76,182,000 98,182,000 65,909,000 10,000,000 10,000,000

当年度末資金残金 o 円 787,602,300 751,040,280 758,354,661 731,269,816 755,144,435 614,179,000 645,221,405 677,980,775 656,837,871 635,278,472 697,958,286 856,479,257 1,033,569,484 1,171,611,988 1,329,289,304 1,498,520,783

企業債未償還残高 p 円 922,084,672 829,870,986 735,341,061 638,433,956 539,726,295 438,543,552 336,229,604 968,682,955 1,855,747,773 2,362,558,533 2,316,405,866 2,290,668,080

q 円 -1,000,000 -1,700,000 -2,200,000 -2,000,000 -1,500,000 -1,400,000 1,800,000 9,500,000 16,600,000 18,900,000 18,200,000

対象資額 r 円 37,854,088 -38,597,963 -106,485,426 -178,731,016 -225,888,997 -201,475,253 -152,961,302 -143,169,160 180,646,238 958,028,150 1,666,575,619 1,897,141,871 1,829,367,819

前年度末償却未済高 s 円 37,854,088 0 -77,195,926 -135,774,926 -221,687,106 -230,090,887 -172,859,618 -133,062,985 -153,275,334 514,567,810 1,401,488,490 1,931,662,747 1,862,620,995

　（△減少　減価償却費） 円 -163,880,327 -158,460,242 -155,522,000 -141,612,180 -139,003,781 -139,568,731 -138,803,367 -139,212,349 -136,656,856 -149,879,320 -165,825,743 -174,641,752 -172,106,352

　（△減少　資産減耗費） 円 -3,134,941 -3,669,804 -3,777,000 -2,300,000 -5,400,000 -8,200,000 -7,400,000 -5,000,000 -33,500,000 -43,200,000 -29,000,000 -4,400,000 -4,400,000

　（○増加　建設改良費） 円 129,161,180 84,934,120 100,720,000 58,000,000 136,000,000 205,000,000 186,000,000 124,000,000 838,000,000 1,080,000,000 725,000,000 110,000,000 110,000,000

当度末償却未済高 t 円 -77,195,926 -135,774,926 -221,687,106 -230,090,887 -172,859,618 -133,062,985 -153,275,334 514,567,810 1,401,488,490 1,931,662,747 1,862,620,995 1,796,114,643

資産維持率 u % 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0%

供給単価 v 円/m3 131.27 127.98 154.08 159.16 160.02 161.88 160.0 208.0 208.0 208.0 224.0 224.0 224.0 224.0 240.0 240.0 

給水原価 w 円/m3 143.61 148.26 144.23 145.11 147.14 155.16 146.9 163.3 159.1 164.1 165.2 171.3 188.5 179.9 180.8 182.9 

料金回収率 x % 91.41% 86.32% 106.82% 109.69% 108.76% 104.33% 108.90% 127.43% 130.72% 126.79% 135.57% 130.75% 118.87% 124.55% 132.77% 131.27%
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2020年に30%、2023年に40%、2027年に50%

投資・財政計画



財政収支計画 （ 料金：段階的に 値上げ 起債： 浄水場事業費に対してのみ 100 % ）

７）起債⽐率の⾒通し

６）企業債残⾼⽐率の⾒通し２）収益的収⽀の⾒通し ４）資本的収⼊の⾒通し（財源内訳）

１）収益的⽀出の⾒通し ３）資本的⽀出の⾒通し ５）供給単価、給⽔原価および料⾦回収率
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※町章：「ひがし」の組み合わせ。２町村（稲取町・城東村）を和（輪）でつなぎ、団結と共に両翼を拡げ

はばたき将来への発展を表します。形状は伊豆の地形と魚を表し、丸は柑橘類、三本の細線と中央

の小円により観光地である温泉の形容を象徴するものです。 


